
■平成30年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・
比較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成
後の状態）

(具体的な取組・行動の内容・ス
ケジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業

務
改
善
取
組
①

教
育
指
導
課

・確実な情報伝達による時間の
有効活用と働き方改革

B

・確実な情報伝達の取組

・スケジュールの管理方法

・各担当の業務理解に基づく
迅速な情報伝達不足

・各自の行動予定の見える
化の不足

年度末までに

・担当者への確実な伝達による迅速で
適切な対応の実現

・時間の節約に対する意識の向上

・毎週月曜日朝の打ち合わせ
・課内で受付メモ様式を統一し、口頭による
確認をしなくても確実に伝達できる方法の
確立
・壁面ホワイトボードの活用
・速やかなスケジュール入力による予定表
の作成（前週の金曜日までに記入）
・予定表に基づく互いのスケジュールの把
握と日程調整による時間の節約

・毎週月曜朝の打合せ
・担当者不在時の伝達方法の統一と確
実な伝達
・壁面ホワイトボードの活用
・予定表に基づく課員相互のスケ
ジュール把握

・毎週月曜朝の打合せ、ホワイトボー
ドの活用等による情報の確実な伝達の
継続
・速やかなスケジュール入力の徹底と
予定表に基づく見通しをもった行動

・担当者不在時の伝達方法が浸透してきて
おり、伝達が確実に行われてきている。
・毎週月曜日の打合せや壁面ホワイトボー
ドの活用、予定表への事前の記入により、
職員相互のスケジュールが把握でき、時間
の節約、時間管理への意識が向上してい
る。特に時間の節約につては、時間外勤務
が昨年度の半分程度となっており、意識化
が進んでいる。

・業務として課員の専門性の高いものが多く、
共有化が難しいが、課内での分掌を明確にし、
受付メモ用紙を活用し、確実に伝達できる方法
を取った。
・事前のスケジュール入力や課員全員での供
覧・確認を徹底し、事業の計画立案等、見通し
をもった業務実施をした。

・担当者不在時の伝達方法を徹底し、確実な伝達
ができ、業務の取組もスムーズに行うことができ
た。
・働き方の見直しを含めた時間の節約の意識かに
取り組むことで、時間外勤務削減等の意識の深ま
りがみられた。

重
点
取
組

①

教
育
指
導
課

・授業改善の一層の推進による
学力向上に向けた指導・支援の
拡充

A

 ・「言語活動の充実」を中核とし
た質の高い教育活動と児童生徒
の学力向上
・学校図書館利活用推進とＮＩＥの
積極的な推進
・異文化理解を促進し、コミュニ
ケーション能力の素地を養う小学
校外国語教育の充実
・道徳的な判断力，心情，実践意
欲と態度を育て、道徳性を養うた
めの特別な教科道徳への取組
・「横手を学ぶ郷土学」への取組

 ・中学校区ごとの研究実践
の継続
・学校司書の活用による学校
図書館経営の充実
・ＮＩＥの日常的取組の継続
・外国語活動の授業改善と
移行期間での取組
・特別の教科道徳の目標、内
容等の理解
・「横手を学ぶ郷土学」を活
用しての実践

年度末までに

 ・研究指定校における小・中連携によ
る研究実践の積み重ねと研究成果の
市内全小・中学校への発信
・学力向上に資する意図的、計画的な
取組の推進に向けた研修の充実及び
実践事例の共有化
・外国語活動の充実と小学校教員の授
業力向上
・道徳的諸価値についての理解を基
に，自己を見つめ，物事を多面的・多角
的に考え，自己の生き方についての考
えを深める授業実践
・「横手を学ぶ郷土学」のテキストの活
用と実践の積み重ね

 ・研究指定校を中心とした学校訪問指導及
び公開研究会に関する事前指導の実施
・学校、市立図書館、市教委の連携を密に
した各種研修の充実
・「新聞の日」の設定によるＮＩＥの推進
・英語科の教育専門監とＡＬＴ（外国語指導
助手）の派遣による授業の充実
・授業研究・評価を中心とした研修の推進
・「横手を学ぶ郷土学」のテキスト活用に向
けた指導、助言と研修

・指導主事等による学校訪問を通した
研究指定校の取組支援と他校への指導
助言
・学校司書研修会（８月）と学校図書
館合同研修会（７月）の開催
・「新聞の日（５月、６月、７月，９
月）」に小学校全児童にＫＯＤＯＭＯ
新聞、中学校全生徒に中高生新聞を配
布
・市内小学校３～６年全学級に年間15
～70時間ＡＬＴ派遣が可能となる体制
を整備
・全小・中学校での「横手を学ぶ郷土
学」テキストを活用した取組への指導
助言

・10月26日、平鹿中学校区の小・中学
校を会場に公開研究会を実施。公開校
の研究を基に、その成果と課題を市内
全教職員で検証
・学校司書研修会（10、１月）と学校
図書館合同研修会（11、１月）の開催
・「新聞の日（10月、11月、12月、２
月）」に全児童生徒に新聞を配布
・年間計画に基づいたＡＬＴの派遣
・小学校英語移行措置に即した取組の
成果と課題の検証
・「横手を学ぶ郷土学」の取組への指
導助言

・平鹿中学校区における小・中連携による
研究実践。公開研究会の開催により、言語
活動の充実、学力向上に関する市内に向け
た情報発信と共有化ができた。
・学校図書館の有効利活用とＮＩＥの推進に
向けた研修の継続と充実が図られ、市内各
校で積極的に実践がみられた。
・ＡＬＴを市内小学校の３～6年の外国語活
動への派遣のために２名増員したことによ
り、実施授業の約97％で派遣することがで
きた。
・外国語の専科教員の活用により、新学習
指導要領の先行実施を見据えた実践がで
きた。
・「横手を学ぶ郷土学」テキストを活用した授
業実践を推進し、70を超える実践の蓄積が
できている。

・研究指定校連絡協議会を開催し、公開研究
会の運営と準備状況の確認を行った。(８月）
・平鹿中学校区における「言語活動の充実」公
開研究会を開催した。(10月）
・各校の「言語活動の充実」の成果と課題を研
究紀要にまとめ発行した。(３月）
・横手市学校図書館合同研修会の開催。(７
月、11、１月）
・学校司書研修会の開催。（８月、10月、１月）
・新聞の日（５月、６月、７月、９月、10月、11
月、12月、２月）に全児童生徒へ新聞を配付
し、ＮＩＥを推進した。
・横手市ＮＩＥ研修会を実施した。（6月、１月）
・横手市小学校外国語活動研修会を実施し
た。（２月）
・「横手を学ぶ郷土学」のテキストを活用した授
業実践を共有化した。

・公開研究会における成果と課題の発信や学校訪
問等による指導の充実により、市内全小・中学校の
授業改善が図られ、資質・能力の育成に結び付い
た。
・学校図書館の有効利活用及びＮＩＥの推進によっ
て、児童生徒の読書活動が充実した。
・ＡＬＴの活用により、外国語教育が身近となり、児
童生徒の関心が高まった。
・市内全小・中学校から「横手を学ぶ郷土学」のテ
キストを活用した授業実践例が蓄積されている。

重
点
取
組
②

教
育
指
導
課

・幼児期から成人期に至る一貫
した指導・支援の確立を図る特
別支援教育の充実

A

・校内支援体制の整備・推進

・関係機関との連携継続

・教育相談・就学支援の推進

・特別な教育的支援を要する
児童生徒への支援の充実
・関係機関との連携継続
・平成30年度20名程度の新
就学児童に対して就学サ
ポートファイルを作成(個別の
支援計画も)

年度末までに

 ・特別支援コーディネーターを中心とし
た機能的な校内支援体制の整備及び
特別支援教育支援員の有効活用
・就学時の支援体制及び就学後の継
続した相談体制の確立
・「横手市個別の支援計画」等の活用
による相互理解の推進

 ・学校訪問等の機会をとらえた各校の状況
確認及び指導助言
・自立支援部会「子ども部会」、横手市特別
支援教育上級コーディネーター連絡協議
会、横手市通級指導教室連絡協議会の定
期的開催
・「就学サポートファイル」作成及び評価会
議、「横手市個別の支援計画」の活用及び
園訪問による支援の引継の推進

・学校訪問等による特別支援教育校内
指導体制への指導助言
・特別支援教育支援員に対する研修会
（４月）の開催
・横手市上級特別支援教育コーディ
ネーター連絡協議会（４月）による情
報の共有
・特別支援学級担任研修会（５月）
・「子ども部会」定例会（６月、８
月）の開催
・保育所（園）、幼稚園訪問による早
期からの幼児の実態把握（６～９月）
・横手市就学相談会（９月、来談幼児
38名）の開催

・学校訪問等による特別支援教育校内
指導体制への指導助言
・特別支援教育支援員に対する個別面
接（10月～３月）の実施
・「子ども部会」定例会（２カ月に１
回程度）の実施
・横手市就学相談会（11月）の開催。
・就学相談会への来談幼児に対して、
就学サポートファイル及び相談支援
ファイルを作成（年度末まで）

・学校訪問等による特別支援教育校内体制
への助言や特別支援教育支援員との面談
を実施した。
・横手市上級特別支援教育コーディネー
ター連絡協議会において、「個別の支援計
画」の活用等について協議した。
・横手市自立支援協議会｢子ども部会」にお
いて、関係機関との情報交換を行った。
・就学サポートファイル作成会議及び評価
会議において情報の共有や継続した支援
体制について確認した。

・学校訪問による特別支援教育支援員との面
談を実施した。（12月～２月）
・横手市自立支援協議会｢子ども部会」定例会
を開催した。（年２回）
・横手市上級特別支援教育コーディネーター
連絡協議会を実施した。（４月）
・保育所（園）、認定こども園訪問による早期か
らの実態把握をした。（５月～８月）
・横手市就学相談会を開催した。（９月、１１月）
・評価会議や就学サポートファイル作成会議を
開催した。（６月、１月、２月）

・特別支援教育コーディネーターを中心として、特
別支援教育支援員との連携を図りながら、校内支
援体制が整備されてきている。
・「就学サポートファイル」作成により、特別な支援
が必要な児童生徒への継続した支援が行われて
いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
「就学サポートファイル」の活用や｢子ども部会」の
開催により、児童生徒に関する情報共有が図ら
れ、教育相談の充実につなっがている。

重
点
取
組
③

教
育
指
導
課

・いじめ、不登校の未然防止と早
期解消を実現する生徒指導体制
の構築と情報モラル教育の推進

A

・不登校、問題行動（いじめを含
む）等の未然防止と早期解消、件
数の軽減を目指した生徒指導の
充実

・情報モラル教育の推進

・小・中連携を軸にした予防
的支援の推進の継続

・情報端末所持率の増加に
伴うネット上のトラブルの発
生

年度末までに

・いじめ防止等のための基本方針の活
用と見直し
・問題行動等の未然防止と早期解消及
び昨年度比件数減

・ネット上のトラブルの未然防止と相談
活動

・「居場所づくり」「絆づくり」を充実させるた
めの生徒指導体制の整備
・小・中連携による生徒指導主事部会の充
実
・Y８サミットを中核とした児童生徒の主体的
活動の推進
・全ての小・中学校で情報モラル教室の実
施
・情報モラル教育の「年間指導計画」に基づ
いた実践と見直し

・「横手市いじめ防止等のための基本
方針」に基づく各小・中学校の「学校
いじめ防止基本方針」の見直し
・生徒指導主事部会（６月）の開催
・Ｙ８サミット（５月、８月）の開催
及びテーマに沿った各校の特色ある活
動への指導助言
・各小・中学校での「情報モラル教育
年間指導計画」への指導助言
・情報端末利用実態調査（６月）の実
施と調査結果の分析及び各小・中学校
への情報提供

・生徒指導主事研修（11月）
・Ｙ８サミット（11月、12月）の開催
とＹ８サミット創快横手市議会（11
月）の開催
・情報端末利用実態調査（10月）の実
施と調査結果の分析及び各小・中学校
への情報提供

・市内全小・中学校の「いじめ防止基本方
針」の見直し、それをもとにしたいじめ防止
への取組がなされた。
・各中学校区による小・中連携の生徒指導
体制が整備された。
・Ｙ８サミットでの話し合いを通し、いじめ防
止をテーマとしたＹ８サミット創快横手市議
会が開催された。
・市内全小・中学校において情報モラル教
育の年間計画をもとにした実践が重ねられ
た。

・各小・中学校の｢いじめ防止基本方針」の見
直し（４月）
・各中学校区において小・中連携での生徒指
導主事担当者会が定期的に開催された。
・Ｙ８サミットの開催。（５月、８月、11月、12月）
・Ｙ８サミット創快横手市議会の開催。（11月）
・情報端末利用実態調査を実施、調査結果の
分析及び各小・中学校への情報提供を行っ
た。（６月、10月）

・いじめの早期発見、早期解消への意識が高まり、
学校全体での指導体制を意識した対応が進んでい
る。
・各中学校区において小・中連携による生徒指導
体制が確立された。
・Ｙ８を中心とした児童生徒主体の活動が行われ
た。
・全小・中学校で組織的・計画的に情報モラル教育
が実践された。

重
点
取
組
④

教
育
指
導
課

・未来を切り拓く力や望ましい職
業観を育むキャリア教育、防災
教育の充実

A

・小・中連携を軸としたキャリア教
育の推進

・防災等安全教育の充実

・計画的・組織的なキャリア
教育の実践及び小・中連携
による取組の継続

・児童生徒の実態に即した防
災等安全教育の推進の継続

年度末までに

・小・中学校における計画的・組織的な
キャリア教育の推進及び児童生徒の職
場見学・体験等の質的向上

　
・危機回避能力の育成に向けた取組の
充実

 ・指導計画に基づく教育実践や学校間交流
の推進
・キャリア教育研修会の実施
・小学生職場見学の実施及び中学生職場
体験学習受け入れ事業所の整備
・各校の実態に応じた実効性のある避難訓
練等の実施と横手市防災マップを活用した
防災教育の実施
・スクールガード・リーダー（ＳＧＬ）配置事業
を中核とした、児童生徒の見守り活動の実
施と継続

・横手市小学生職場見学ツアー（８
月）の実施
・平成30年度「未来体験応援団」の整
備（中学生職場体験学習受け入れ事業
所160カ所）
・ＳＧＬとの情報交換及び各小学校へ
の訪問計画の作成
・ＳＧ養成講習会（８月）を実施し、
各小学校担当者、見守り隊との情報交
換の実施

・キャリア教育研修会の実施（２月）
・ＳＧＬとの情報交換及び各小学校へ
の訪問計画の作成
・各小・中学校の「安全教育指導計
画」の見直しに向けた指導助言

・キャリア教育研修会参加者へのアンケート
結果で「大変参考になった」「参考になった」
という回答が１００％であった。
・ＳＧＬを中心とした見守り活動を継続した。
・酷暑時の対応等、「緊急時対応マニュア
ル」の見直しを図った。

・横手市キャリア教育研修会を開催、一般企業
側からの講演会を開催した。（２月）
・ＳＧＬと各小学校との連携を密にした計画的
な指導を行った。
・「緊急時対応マニュアル」を活用した安全教
育指導計画の見直しを行った。

・教員のキャリア教育に関する意識の向上が図ら
れた。
・ＳＧＬや見守り隊との連携により、登下校時の交
通安全対応が図られた。。
・「緊急時対応マニュアル」の見直しにより、気候変
動や災害時の避難行動や連絡体制等の再確認が
でき、危機管理意識が高まった。

教育指導部　教育指導課 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標達成の状況【output・input】目標に対する活動（上半期レビュー）目標の内容



■平成30年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・
比較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成
後の状態）

(具体的な取組・行動の内容・ス
ケジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

学
校
教
育
課

・課内連携強化によるチーム力の向
上

Ａ

課内が一体となって業務に
あたるため、互いの業務の
理解度を高めチーム力の
向上を図る。

業務が専門化されてい
るため、業務全体への
理解が不足している。

年度末まで

・互いの業務内容について理解
を深め、事務作業を補い合える
ようにする。
・各種申請や相談に複数の職員
が対応出来るようにする。

・担当業務を昨年に引き続きロー
テーションし、業務全体への理解度
を高める。
・担当間相互の確実な引継と「報・
連・相」を徹底する。
・課内週礼会議を開催する。
・年間スケジュールを利用し、四半
期ごとに進捗状況等を確認する。

・担当業務のローテーションを実施。
・声掛けと報・連・相を励行。
・週礼会議を毎週実施。
・年間スケジュールを利用し、課内
会議において第一四半期、第二四
半期の進捗状況等を確認。

・週礼会議及び声掛けと報・連・相
の励行を継続して行う。
・第三四半期、第四四半期において
も進捗状況等を確認し合い、適切に
業務を遂行していく。
・担当業務を再度見直し、業務の理
解度がさらに向上するよう取り組
む。

・主担当副担当を中心として、課内
の業務内容について理解を深め、
軽微な事務作業は補い合えるよう
になった。
・窓口業務（各種申請、簡易な相談
等）は、複数の職員が対応できるよ
うになった。

・年度当初に担当業務のローテーショ
ンを実施。
・週礼会議及び声掛けと報・連・相の
励行を継続して実施。
・年間スケジュール表を利用し、四半
期毎に進捗状況及び繁忙業務を確
認。

・職員が互いの業務を相談し合うことによ
り、コミュニケーションがより活発化し、情
報共有がスムーズに行え、業務の理解度
を深めることができた。
・担当不在であっても、来客・電話対応を
複数の職員ができるようになった。

重
点
取
組
①

学
校
教
育
課

・通学路の安全対策推進と整備促
進

Ａ

・通学路危険箇所改善

・十文字地域統合小学校通
学路の整備

・２９年度末に検討中と
なっている危険個所２９
件
・十文字地域統合小学
校通学路等整備連絡会
議における整備検討箇
所６件

年度末まで

・検討中となっている危険箇所２
９件の改善を促す。

・整備検討箇所６件の整備を促
進する。

・「横手市通学路安全推進会議」を
開催し、道路管理者、警察、ＰＴＡ等
による通学路危険箇所の点検と改
善状況の確認を実施する。
・「十文字地域統合小学校通学路等
整備連絡会議」を開催し、道路管理
者、警察、ＰＴＡ等による想定通学路
の整備状況の確認と冬季の点検を
実施する。

・８月２日「横手市通学路安全推進
会議」を開催。検討中となっている
危険箇所の内容を確認し検討を
行った。
・８月２１日～２４日に合同点検を実
施。９校３４か所の危険箇所を確認
し、対策の検討を行った。

・７月２６日「十文字地域統合小学校
通学路等整備連絡会議」を開催。整
備検討箇所６件について協議した。

・第２回「横手市通学路安全推進会
議」を開催。合同点検により確認さ
れた危険箇所の対応を関係部署に
依頼し、安全対策を働きかける。

・整備対策未決定４箇所について、
引き続き検討を行うとともに、関係
部署に対し整備の実施を継続して
働きかけていく。

・今年度の「通学路合同点検」の実
施と「通学路安全推進会議」開催の
結果、対策検討中となった危険箇所
は全体で３６件となった。

・7/26開催の「十文字地域統合小学
校通学路等整備連絡会議」におい
て、整備検討箇所６件のうち、国道
２件の整備着手を確認。整備対策
未決定の市道４箇所について、関係
部署へ整備の実施を継続して働き
かける。

・8/2第１回「横手市通学路安全推進
会議」開催。8/21～8/24「通学路合同
点検」を実施し、対策内容を検討。
10/30第２回「横手市通学路安全推進
会議」を開催し、各関係機関へ対策の
継続実施を依頼した。

・7/26「十文字地域統合小学校通学路
等整備連絡会議」を開催し、整備未決
定箇所の関係部署へ働きかけを行っ
た。また、市道の整備対策のため、道
路管理部署との協議の場を設け対策
を検討した。

・対策検討中の危険箇所３６件の中には、
道路改良、歩道改良、信号機設置要望な
ど単年度では完了できない箇所もある
が、合同点検、推進会議をとおして、道路
管理者、警察等に現状を確認してもらうと
ともに対策要望をすることができた。また、
栄小学校通学路である国道１３号線の道
路改良について、国との協議に入ることが
できた。

・整備対策未決定の市道４箇所は、道路
改良、歩道改良等が必要となる対策要望
であるため、道路管理者と引き続き最善
の対策について検討していくとともに、整
備の実施を働き掛けていくことが必要であ
る。

重
点
取
組
②

学
校
教
育
課

・ｽｸｰﾙﾊﾞｽの安全適正な運行管理 Ａ

・ｽｸｰﾙﾊﾞｽの事故根絶

・突発的に発生する緊急時
のｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行対応及び
連絡体制の統一

・29年度の事故 3件

・緊急時のｽｸｰﾙﾊﾞｽ運
行連絡伝達体制が各学
校ごとに異なる｡

･年度末まで

・連絡伝達体制整備
９月末まで

・交通事故件数 0件

･緊急時のｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行対応に
ついて､学校と市教委の統一し
た連絡体制の構築（可視化す
る）

・交通安全講習会の開催、その他の
安全対策を実施する。

・緊急時連絡体系図（ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ図）
の作成

・事故　1件（物損事故）

・継続作成中

・自動車事故防止講習会への積極
的参加（前年度事故歴運転手必須
受講）
・10/29（金）スクールバス運転手安
全運転講習会の開催

・継続作成中

・事故　3件（全て物損事故）

・ｽｸｰﾙﾊﾞｽ全運転手は「事故及び緊
急時の対応・連絡体制」により対応
としているが、「緊急ﾒｰﾙ配信ｼｽﾃﾑ
運用ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」の改訂によりで緊急
時ﾒｰﾙ配信が可能となった。

・10/29（月）_ｽｸｰﾙﾊﾞｽ運転手安全運
転講習会を継続開催した。

・緊急ﾒｰﾙ配信がｽｸｰﾙﾊﾞｽ運転手にも
受信できるよう各配置校より配信登録
を依頼した。

・「聞くだけの講習会」から「自ら考える講
習会」となるよう講習内容を再考した。

・ｽｸｰﾙﾊﾞｽ全運転手が登録するよう次年
度より必須事項とし、「緊急ﾒｰﾙ配信ｼｽﾃﾑ
運用ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」の改訂を反映した形での
緊急連絡体系図（ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ図）を再考す
る。

重
点
取
組
③

学
校
教
育
課

・児童生徒及び学校職員の健康の
保持増進

Ａ

・教職員等ストレスチェック
の受検率

・小学校就学を控えた児童
保護者への小児生活習慣
病予防の意識づけ

・２９年度受検率９０．
８％

・小学校入学時の１年
生肥満傾向にある。

･年度末まで

・受検率９０．８％以上

・望ましい生活習慣や小児生活
習慣病に対しての関心を高め
る。

・受検期間を受検しやすい時期に設
定し、学校長からも受検勧奨を行っ
てもらう。

・就学時健診での横手市における
児童生徒の現状や予防の周知。

・８月６日～１９日の期間でストレス
チェックを実施。受検率は８９．２
０％。

・周知方法の検討

・前回未受検者並びに２回目の受検
を希望する方を対象に、本年２回目
のストレスチェックを１１月１９日～１
２月２日の期間で実施。更なる受検
勧奨を行う。

・周知用資料の作成
・就学時健診時、周知資料配付

・１１月１９日～１２月２日の期間で２
回目のストレスチェックを実施。
　最終受検率は９６．６０％

・就学予定園児保護者へ、横手市
小学生の肥満傾向出現率の現状と
予防について周知を図った。

・１回目の受検結果を受け２回目のス
トレスチェックを実施。学校長からの受
検勧奨をはじめ、受検期間中間での
受検率の連絡など機会をとらえて受検
勧奨を行った。

・健康推進課の協力を得て、各小学校
の就学時健診での周知用資料を作成
し配布した。
・小児生活習慣病対策会議において、
保育所での取組状況や園児の肥満傾
向出現率等の現状を確認し合った。

・自身のストレスへの気づきを促すことや
メンタルヘルス不調の未然防止のため
に、多くの教職員に受検してもらうことがで
きた。また、高度高ストレス者１名に対し
て、産業医による面接指導に結び付ける
ことができた。

・幼児・児童・生徒の生活習慣病予防につ
いては、様々な要因があることから、保育
所や学校生活の対応だけでは難しいもの
の、継続して取組ことが必要である。

重
点
取
組
④

学
校
教
育
課

・就学前施設と小学校の連携しやす
い体制の構築

A

・円滑な接続のための小学
校と保育所等職員間相互
理解の取組

・市全域での連携充実に向
けた協議会の設立

・子どもの育ちと学びの
つながりについて、教職
員の理解程度の差が大
きい。
・小学校区ごとの連携
のための取組や意識が
異なる。

･年度末まで

・教職員の意識や理解の格差縮
小を図る。

・平成３１年度当初の設立と４月
から事業実施が可能となるよ
う、体制を構築する。

・相互理解のための事業の継続。

・準備委員会を設立する。（協議会
詳細決定、H3１年度事業内容決定）
・協議会設立にあたり関係機関への
説明と協力依頼。

・職員の体験事業
5～6月：一日学校体験（保育士等46
人）
7～8月：一日保育体験（教諭等47
人）
・給食交流推奨通知配信
・幼保小合同研修会開催準備
・「幼小連携だより　よこてのめんこ」
隔月発行（教育・保育アドバイザー
作成）
・定例打合せ（2回/月：学校教育
課、子育て支援課）

・協議会詳細検討
・設置要綱案作成
・関係団体への説明と協力依頼

・10/11・12「秋田県わか杉っ子！育
ちと学び支援事業フォーラムin大
館」参加（取組の発表）
・11/6幼保小合同研修会（幼小授業
交流公開及び研修）
・教育・保育アドバイザーによる学校
区ごと接続期のカリキュラム検討支
援
・事業成果の検証

・（仮）横手市幼小接続推進協議会
設置要綱策定
・第1回協議会開催

・取組の必要性と参加への理解が
進み、事業が定着してきた。
・教員・保育者ともに、子どもの育ち
と学びの差異についての理解が深
まってきた。
・横手市幼小接続推進協議会の設
立について、H31.4設立を予定して
いたが、関係機関等の理解が進ん
だため、予定よりも早い設立となっ
た。

●幼保小職員間の相互理解
・職員の体験事業の実施
・学区ごと小学校児童と保育所年長児
の給食交流実施推奨
・小学校区での接続期のカリキュラム
の検討会支援（教育・保育アドバイ
ザー）
・幼保小合同研修（小学校保小交流の
授業公開）開催
●横手市幼小接続推進協議会
・協議会設置要綱制定
・協議会による会議の開催
・幼保小へ設立及び会議開催周知

・小学校区ごとの自主的な幼保小連携活
動が増加し、充実が図られてきた。
・協議会を設立し組織化を図ったことによ
り、取組を継続するための基盤と行政・小
学校・就学前施設がともに協議する体制
が構築された。
・市全体の充実が図られてきているとはい
え、教職員個々又は施設ごとのその格差
解消は簡単でないことから、今後も取組を
継続していく必要がある。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

教育指導部　学校教育課 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成30年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・
比較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成
後の状態）

(具体的な取組・行動の内容・ス
ケジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

学
校
給
食
課

学校給食課並びに各学校給食
センターの連携強化

B
共通認識をもっての業務
執行

・学校給食課・４学校
給食センターでの情
報共有が十分でない

年度末

学校給食課・４学校給食セン
ターが円滑に情報交換し確
実な事務処理をするととも
に、担当者の閉塞感を少なく
する

・事務担当者会議を継続して定
期的に開催する
・定期的な巡回を実施しながら
気軽に相談できる環境をつくる
・共有フォルダや回覧板による
情報共有を進める

・担当持ち回りによる担当者会
議の実施（４月・６月・８月）
・給食センターの巡回（週１回以
上）による現場把握

・冬期間の交通安全、食中毒・異
物混入ゼロを達成するための定
期的な巡回・啓発
・今後の学校給食センターのあり
方について、担当者会議等で最
終調整を行う。

・各センターに関する事務作業につ
いて、会議やグループウェア等で共
有を図りながら業務への理解が深
まった。
・相談しやすい環境を構築すること
で一人職場の閉そく感が減少した。
・問題等について共有することで、
他の給食センターで同様の問題等
発生しないよう未然対策できた。

・定期的な事務担当者会議の定期開
催（2ヵ月に1回）に加え臨時担当者会
議を11月に開催。
・週1回の各センター巡回の実施。
・グループウェアの回覧板に問題や取
り組み状況等を逐次報告して共有を
図った。

・共通認識が深まり、センター間の連携が
スムーズとなった。
・事務処理において不安があった場合でも
各センターから助言を受ける等事務処理
ミスの防止に効果があった。
・今後は、更に詳細の事務執行等につい
て、例えば予算の内訳の文言についても
統一していく必要がある。

重
点
取
組
①

学
校
給
食
課

ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理の徹
底

Ａ
食中毒や異物混入対
策、食物アレルギー対応

秋田県版ＨＡＣＣＰ認
証を取得している

年度末

・事故を起こさずに安全な給
食を提供する
・衛生管理に関する研修の充
実

・毎日のミーティングと体調確認を実
施する
・衛生管理マニュアルに基づいて確
実に作業する
・食物アレルギー対応において保護
者・学校・学校給食センターがそれ
ぞれの役割を確実に行う
・衛生管理に関する研修への参加
率の向上を図る

・各給食センターにおいて毎日
の打合せを行い、健康・衛生管
理の徹底を図っている。
・食中毒・異物混入の事故０件
・衛生管理等研修会の開催・参
加（県学校給食研究協議大会他
２）

・ノロウィルスの発生時期に入る
ため日頃の健康管理啓発と定期
的な検査の実施で事故発生を未
然に防ぐ。
・平成３０年３月に見直した
HACCPの実践検証を行いなが
ら更なる改善点を探る。

・給食センター起因のノロウィルス発
生件数 0件
・異物混入による重大事故発生件
数0件
・調理員及び給食に携わる職員の
研修を3回実施（共同調理場協議会
研修・市学校給食調理員等研修・県
学校調理員研修）

・業務におけるHACCPの徹底実施は
もとより、業務以外においても全職員
が常に衛生面を意識して取り組んだ。
・食材納入事業者にも衛生管理の徹
底や異物混入防止のための啓発を
行った。
視察に訪れた保護者等に対し、給食
センターの安全な食を提供するための
取り組みについて説明し理解を求め
た。

・給食センター以外の要因でノロウィルス
が学校内に感染しても、マニュアルに基づ
き学校と連携しながらスムーズに除菌作
業を行い、二次感染を防ぐことができた。
・納入事業者への指導を行い、機器メンテ
ナンス実施や点検項目を増やすなど安全
な学校給食提供のための意識が高まっ
た。

重
点
取
組
②

学
校
給
食
課

学校における食育の一層の推
進

Ａ

・若いころからの生活習
慣病予防のため、「減
塩」をテーマに啓発を図
る
・郷土の食や季節の食
への関心
・横手市産食材への親し
み

・減塩献立、統一献
立、横手のごっつぉ給
食を実施する
・栄養士が学校を訪
問して指導する

年度末

・横手市産食材使用率を４
３％以上
・減塩献立の実施回数１３回
・児童生徒が食べ物の大切さ
や栄養の役割を理解し残食
量が４５ｇ以下になる

・横手市産食材の使用推進と郷土
食等の提供を継続する
・月１回の減塩献立の実施を継続す
るほか、前期・後期各１回減塩献立
を追加する
・栄養士部会の年間指導計画を基
に献立表に記載する情報を工夫す
る
・栄養士部会で学校訪問による指導
を行うとともに、日頃から学校側の
率直な意見を聴く

・４月～９月横手産使用率24.7％
（昨年度22.1％）
・７月に横手のごっつぉ給食を市
内全校で実施。横手市の農業に
関するパンフレットを配付し、生
産されている野菜などについて
食べながら学ぶ機会を提供し
た。

・収穫期を迎える１０月～１２月
の横手産食材仕入れ
・１月～３月は横手産の仕入れ
が難しいため、６次産業製品の
仕入れ検討を行う（農業ブランド
創造課事業）。

・平成31年2月末現在横手市産食材
使用率41.4％
・減塩献立の実施回数13回
・平成31年2月末現在残食量４５ｇ

・地元農家との食材調達に向けた検討
会実施
・横手市産食材使用については、収穫
期（10月～12月）は75.9％と高い使用
率であるが、冬期間から夏までの間（1
月～6月）は15％以下に落ち込んでい
ることから冬期間の横手市産物確保
のための実証実験（加工品の保存等）
を行った。
・横手市産食材を使用した「横手ごっ
つぉ給食」の実施や旬の野菜等を使用
した地域の伝統料理「統一料理」の提
供（毎月）を行い地元食材の生産を知
ることや地域伝わる昔ながらの味を大
切にするよう伝えた。

・横手市産食材の使用については、収穫
期以外の期間をどのようにして確保する
かが課題となっている。今年度後半から
農業ブランド創造課及び農家会との協議
を重ね、収穫期に出荷できないB級品など
を加工して保存、冬期間に納品できない
かを検証中であり、良好であれば来年度
から取り入れてまいりたい。
・平成30年8月に給食で提供する栄養エネ
ルギー等の実施基準の見直しがされ、食
べる量が増えた。他の自治体では給食が
完食できないことからPTSDを発症させて
しまったケースもあることから個々の体格
や体調等完食できない子どもについては
慎重に対応していく。

重
点
取
組
③

学
校
給
食
課

学校給食費の納付喚起と滞納
者への継続的な対応

Ａ
学校給食費の現年未納
と滞納繰越

過年度滞納繰越分徴
収率は過去平均
19.7％である。

年度末
現年度未納額を減らし、過年
度滞納繰越分の徴収率を２
０％にする

・２か月以上未納者への学校集
金・訪問を継続し、現年未納額を
増やさないようにする
・未納者への計画的な連絡や訪
問を強化し継続する
・関係課と連携して児童手当支
給時の窓口相談を行う

・4月～9月現年度徴収率53.95%
(昨年度53.96%）
・4月～9月過年度徴収率9.35%
(昨年度10.29%）
２か月以上滞納している保護者
に対し児童手当支給時に窓口相
談を行った。

・現年度未納者を増やさぬよう
学校集金や電話、家庭訪問の回
数を増やし徴収率を高める。
・児童手当支給時の窓口相談を
継続する。

・平成31年2月末現在現年度分収納
率95.4％（前年同期95.17％）、未納
繰越分16.09％（前年同期19.21％）
・減塩献立の実施回数13回（前年11
回）
・平成31年2月末現在残食量平均
47.7ｇ/人（前年同期44.9ｇ/人）

・戸別訪問回数を前年比で1.6倍と増
やし、未納者との接見機会を増やし
た。
・減塩献立回数を2回増やしたほか、
親子試食会等で減塩をテーマとした実
食を行いながら家庭でも減塩に取り組
んでもらえるよう伝えた。
・完食を促すために地元農家の苦労
や生産から学校給食ができるまでの
流れを押し合えながら食べ物のありが
たみを伝えた。

・今年度より学校で現金を取り扱わない学
校区（横手北中学校区・増田中学校区・十
文字中学校区）があり、徴収率にも影響を
与えている。来年度は更に平鹿中学校区
が現金を取り扱わないこととなっているた
め、PTAと連携しながら学校給食納付に
ついて保護者あて説明を行いながら収納
率向上に努めてまいりたい。
・未納者にはすでに死亡されているなど納
付できない金額について対応を検討して
いく必要がある。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

教育指導部　学校給食課 組織目標管理シート
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目標項目
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